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貸 借 対 照 表 

2025年３月31日現在            

 (単位：千円) 

資産の部 負債の部 

科目 金額 科目 金額 

【流動資産】 437,805 【流動負債】 146,167 

 現金及び預金 280,268  買掛金 100,625 

 受取手形 290  未払金 11,968 

 電子記録債権 4,755  未払費用 1,357 

 売掛金 150,379  未払法人税等 20,495 

 商品 409  預り金 1,182 

 貯蔵品 533  賞与引当金 5,639 

 その他 1,168  その他 4,898 

      

【固定資産】 873,564 【固定負債】 3,373 

 有形固定資産 63,926  退職給付引当金 3,373 

 建物(純額) 8,040 負債の部合計 149,541 

 構築物(純額) 1,846 純資産の部 

 機械及び装置(純額) 9,642 【株主資本】 1,161,827 

 車両運搬具(純額) 3,480  資本金 3,000 

 工具,器具及び備品(純額) 1,415  利益剰余金 1,158,827 

 土地 39,500   利益準備金 750 

 無形固定資産 4,426   その他利益剰余金  

  ソフトウエア 4,313    繰越利益剰余金 1,158,077 

  その他 113    

 投資その他の資産 805,210    

  繰延税金資産 5,075    

 長期預金 800,000    

  その他 134 純資産の部合計 1,161,827 

資産の部合計 1,311,369 負債及び純資産合計 1,311,369 
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損 益 計 算 書 

2024年４月１日から2025年３月31日まで 

  (単位：千円) 

科目 金額 

【売上高】  285,762 

【売上原価】  77,619 

 売上総利益  208,142 

【販売費及び一般管理費】  113,131 

 営業利益  95,011 

【営業外収益】   

 受取利息 785  

 受取手数料 118  

 その他 300 1,204 

【営業外費用】   

 寄付金 5,000  

 その他 2 5,002 

 経常利益  91,213 

【特別利益】   

 固定資産売却益 22,341 22,341 

 税引前当期純利益  113,555 

 法人税、住民税及び事業税 35,597  

 法人税等調整額 1,782 37,380 

 当期純利益  76,174 
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

2024年４月１日から2025年３月31日まで 

    (単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

株主資本 

純資産合計 
資本金 

利益剰余金 

株主資本合計 
利益準備金 

その他利益 

剰余金 利益剰余金

合計 繰越利益 

剰余金 

当期首残高 3,000 750 1,090,903 1,091,653 1,094,653 1,094,653 

当期変動額       

当期純利益   76,174 76,174 76,174 76,174 

剰余金の配当   △9,000 △9,000 △9,000 △9,000 

当期変動額合計 － － 67,174 67,174 67,174 67,174 

当期末残高 3,000 750 1,158,077 1,158,827 1,161,827 1,161,827 
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個 別 注 記 表 

 

(重要な会計方針) 

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

商品 

先入先出法による原価法  

（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定） 

   貯蔵品 

    最終仕入原価法 

    （貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定） 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備

を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法

を採用しております。  

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。  

建物  12～22年 

構築物 10～15年 

機械及び装置 10年 

車両運搬具 ４～６年 

工具、器具及び備品 ４～15年 

（２）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。     

ソフトウエア５年（社内における利用可能期間） 

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上することと

しております。 

（２）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込み額に基づき当事業年度に見

合う分を計上しております。 
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（３）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込み額に基づき

計上しております。 

退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職

給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

４．収益及び費用の計上基準 

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当

該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。  

   ①資源循環コンサルタント事業、自社運搬売上   

資源循環コンサルタント事業の手数料他売上、自社運搬事業の売上については産業廃棄物

等の引き渡し及び役務の提供により履行義務が充足されることから、当該履行義務を充足し

た時点で収益を認識しております。また、資源循環コンサルタント事業の手数料他売上に関

しては代理人取引として売上高より外注費を控除した純額で表示しております。 

②商品販売売上 

有価物、ドラム缶等の商品の販売については、主に「収益認識に関する会計基準の適用指

針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、出荷時から当該製品及び商品の支配が顧客に

移転される時までの期間が通常の期間である場合については、出荷基準で収益を認識してお

ります。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

有形固定資産の減価償却累計額     164,946千円 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

１．当事業年度末における発行済株式の種類及び総数 

   普通株式       3,000,000 株 

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（円） 

1株当たり配当額 

（円） 
基準日 効力発生日 

2024年６月21日 

定時株主総会 
普通株式 9,000,000 3.00 2024年３月31日 2024年６月24日 

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 

（円） 

1株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

2025年６月20日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 9,000,000   3.00 2025年３月31日 2025年６月23日 
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（税効果会計に関する注記） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳  

（単位：千円） 

繰延税金資産  

未払事業税 1,637 

賞与引当金 1,903 

未払費用 285 

退職給付引当金 1,163 

その他 85 

繰延税金資産小計 5,075 

評価性引当額  ― 

繰延税金資産合計 5,075 

 

２．決算日後における法人税等の税率の変更 

  「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第 13 号）が 2025 年３月 31 日に国会で    

成立したことに伴い、2026 年４月１日以後開始する事業年度において解消が見込まれる一時差

異等については、繰延税金資産および繰延税金負債を計算する実効税率は 33.75％から 34.60％

に変更されますが、変更後の法定実効税率を当事業年度末から適用した場合の繰延税金資産に

対する影響は軽微であります。 

 

（金融商品に関する注記） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(１)金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については短期的及び長期的な預金等に限定し、また、資金調達につい

ては銀行等の金融機関からの借入及び新株発行による方針であります。また、デリバティブ

取引に関しては行わない方針であります。 

(２)金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である売掛金等は顧客の信用リスクに晒されております。長期預金は定期預金で

あり、取引先金融機関の信用リスクに晒されております。 

営業債務である買掛金等はそのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。 

(３)金融商品に係るリスク管理体制 

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

営業債権である売掛金等については、経常的に発生しており、担当者が、所定の手続き

に従い、債権回収の状況を定期的にモニタリングし、支払遅延の早期把握や回収リスクの

軽減を図っております。特に金額等の重要性が高い取引については、取締役会において、

取引実行の決定や回収状況の報告などを行います。 

長期預金については、信用度の高い金融機関とのみ取引を行っております。 

②資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

買掛金及び未払金については月次単位での支払予定を把握するとともに、手元流動性の

維持などにより流動性リスクを管理しております。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、以下のとおりであります。 

 貸借対照表計上額(千円) 時価(千円) 差額(千円) 

長期預金 800,000 800,000 － 

資産計 800,000 800,000 － 

（注）「現金及び預金」「受取手形」「電子記録債権」「売掛金」「買掛金」及び「未払金」については、

現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、

記載を省略しております。 

３．金銭債権の決算日後の償還予定額 

 
１年以内 

(千円) 

１年超５年以内 

(千円) 

５年超10年以内 

(千円) 

10年超 

(千円) 

現金及び預金 280,268 － － － 

受取手形 290 － － － 

電子記録債権 4,755 － － － 

売掛金 150,379 － － － 

長期預金 － 800,000 － － 

合計 435,694 800,000 － － 

 

（関連当事者との取引に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（収益認識に関する注記） 

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

（重要な会計方針）４．収益及び費用の計上基準に記載のとおりであります。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１株当たり純資産額 387 円 28 銭 

１株当たり当期純利益 25 円 39 銭 

 

（重要な後発事象に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

 

 

 

 

 


